
        

保 健 福 祉 委 員 会 

令和８年７月 22 日 

 

【庶務報告】 

〔福祉部・健康部・子育て支援部・児童相談部共通〕 

（１）障害福祉施設・保育所等における熱中症予防支援事業について 

   （障害福祉課長） 

 

〔福祉部〕 

（１）葛飾区福祉サービス苦情調整条例調査拒否国家賠償請求事件について 

                           （福祉管理課長） 

（２）高額療養費制度の見直しについて          （国保年金課長） 

（３）自立支援センターの設置予定地等について       （西生活課長） 

 

〔児童相談部〕 

（１）葛飾区一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例の制定につい

て                       （相談援助担当課長） 

 

 



 庶 務 報 告 Ｎ ｏ ． １ 

福祉部・健康部・子育て支援部・児童相談部 

令 和 ８ 年 ７ 月 ２ ２ 日 
 

 

障害福祉施設・保育所等における熱中症予防支援事業について 

 

 

障害福祉課 

保健予防課 

子育て政策課 

子育て施設支援課 

子ども家庭支援課 

 

 

１ 概要 

  都の補助事業を活用し、障害福祉施設・保育所等における熱中症予防を

行うことで、安全・安心な施設環境を確保するもの 

 

２ 対象施設 

（１）障害福祉施設 施設入所支援、共同生活援助、児童発達支援、放課後

等デイサービス、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ

型、生活介護、居宅介護、同行援護、計画相談支援等

のサービスを提供する施設及び事業所  

（２）保育所等   私立認可保育所、幼保連携型認定こども園、小規模保

育事業所、家庭的保育事業所、認証保育所、認可外保

育施設、学童保育クラブ、子育てひろば  

 

３ 内容 

（１）日除けやミストシャワー等の導入 

１施設当たり上限 100 万円（障害福祉施設・保育所等共通） 

（２）その他熱中症予防（消耗品の購入等） 

ア 障害福祉施設 １施設当たり上限３万７千円 

イ 保育所等   １施設当たり上限２万円 

（３）補助率 

都：４分の３、区：４分の１ 

 

４ 予算措置 

第３回定例会において補正予算案に計上予定 
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葛飾区福祉サービス苦情調整条例調査拒否国家賠償請求事件について 

 

                              福祉管理課 

 

 次のとおり、葛飾区福祉サービス苦情調整条例調査拒否国家賠償請求の訴えの提起

があったため、報告するもの 

 

１ 原告の主張 

⑴ 原告は、身体障害及び識字障害を有することから、視覚障害者等用データ（以

下「ＤＡＩＳＹ図書」という。）等の図書館サービスを利用しようとして葛飾区

外の３図書館に対し、ＤＡＩＳＹ図書の作成等の要望をした。これに対し、各図

書館は、ＤＡＩＳＹ図書の作成は音訳ボランティア等の協力のもと実現できるも

のであるため、要望の全てに応えることは困難であるという趣旨の回答をした。 

 ⑵ 原告は、身体障害及び識字障害を有し、通常の活字図書の読書が著しく困難で 

あって、ＤＡＩＳＹ図書等の代替資料が不可欠であるため、図書館等から原告に

宛ててＤＡＩＳＹ図書を特定録音物等郵便物として差し出すことの可否を、日本

郵便株式会社に照会した。これに対し、日本郵便株式会社は、視覚障害者以外の

理由で読書が困難な方は対象とならない旨の回答をした。 

 ⑶ 原告は、葛飾区福祉サービス苦情調整委員条例（以下「本件条例」という。）

に基づき、⑴及び⑵の相手方それぞれに対し改善措置を講ずるよう勧告すること

を求めるため、葛飾区長の附属機関である葛飾区福祉サービス苦情調整委員に苦

情申立てを行ったところ、当該委員は、本件条例の効力が及ぶ範囲が葛飾区内に

限られることから調査等をすることが相当でないとして、原告の苦情に関する調

査等を行わない旨の決定をし、通知をした。 

 ⑷ ⑶の通知は、本件条例を適切に解釈すべき職務上通常尽くすべき注意義務を尽

くすことなく漫然としたものであるから、国家賠償法第１条第１項に違反する。 

 ⑸ 原告は、⑶の通知により、苦情の調査、調整その他の処理を受けるべき手続上
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の利益を違法に奪われ、紛争解決の機会を失うとともに、⑶の通知は門前払いに

等しいものであったことにより多大な精神的苦痛を被った。 

２ 訴訟の内容 

⑴ 事件名 ※※※※※※※※※※※※ 葛飾区福祉サービス苦情調整条例調査拒

否国家賠償請求事件 

 ⑵ 裁判所 東京地方裁判所 

⑶ 原告 

  ※※※※※※※※※※※※※※※ 

 ※※ ※※ 

 ⑷ 被告 

 葛飾区 

⑸ 請求の趣旨 

  ア 被告は原告に対し、金10万円及びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払

済みまで年３分の割合による金員を支払え。 

  イ 訴訟費用は、被告の負担とする。 

との判決及び仮執行宣言を求める。 

３ 事件の経過 

 ⑴ 令和８年６月10日 訴えの提起（葛飾区へ訴状が送達されたのは、同月19日） 

 ⑵ 第１回期日は、現時点で指定されていない。 

４ 区の方針 

  特別区人事・厚生事務組合法務部と協力して応訴する。 



 

 

庶 務 報 告 Ｎ ｏ . ２ 

福 祉 部 

令 和 ８ 年 ７ 月 ２ ２ 日 

  

高額療養費制度の見直しについて 

 

  国保年金課 

    

１ 趣旨 

高額療養費制度は、家計に対する医療費の自己負担が過重なものとなら

ないよう、被保険者が医療機関の窓口において支払った自己負担額のう

ち、所得区分に応じて定められた自己負担限度額を超える部分について保

険者が事後的に払戻しを行う制度である。 

国においては、本制度のセーフティネット機能を将来にわたり維持する

とともに、医療保険制度の持続可能性を確保していく観点から、長期療養

者や低所得者に配慮しつつ、令和８年８月から及び令和９年８月からの二

段階で制度の見直しを行う予定としている。 

この度、令和８年５月 29 日に「健康保険法等の一部を改正する法律」

が成立し、高額療養費の支給に関して必要な事項について、特に「長期に

わたって継続的に療養を受ける者の家計に与える影響」等に配慮して政令

で定めることとなった（健康保険法第 115 条第２項、国民健康保険法第

57 条の２第２項、高齢者の医療の確保に関する法律第 84 条第２項）。 

本法律の改正を踏まえ、高額療養費算定に係る基準額等の改正等を含む

健康保険法施行令等の一部を改正する政令（以下「改正政令」という。）

の公布が同年７月下旬に予定されている。 

 

２ 改正政令による主な変更点 

（１）令和８年８月からの変更（別紙１） 

ア 低所得者の月額上限を据え置くなどの配慮を行いつつ、応能負担の 

考え方を踏まえ、自己負担限度額の引き上げを行う。 

 

イ 多数回該当に該当しない長期療養者の経済的負担に配慮する観点か 

ら、新たに「年間上限」を導入し、月単位の「限度額」に到達しない 

場合も、「年間上限」に達した場合には、当該年においてそれ以上の 

負担を不要とする。 

 

ウ 70 歳以上住民税非課税世帯のうち、低所得者Ⅱ（擬制世帯主を含

む同一世帯の国民健康保険加入者全員が住民税非課税の世帯）及び区

分Ⅱ（住民税非課税世帯のうち、世帯全員の所得が０円又は老齢年金

を受給している世帯以外の世帯）に該当する世帯には、イの年間上限

の他、個人ごとの外来年間限度額及び世帯ごとの外来・入院に係る多

数回該当の限度額を新設する。 
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（２）令和９年８月からの変更（別紙２） 

所得区分の細分化、上限額の細分化及び引き上げを行う。 

 

３ 今後の予定（厚生労働省） 

令和８年６月６日 

～ ７月５日 
改正政令案に関するパブリックコメントの実施 

令和８年７月下旬 改正政令の公布 

令和８年８月１日 改正政令の一部施行 

 

４ 区の対応について 

改正政令の公布後、確定した内容について広報かつしか、区公式ホーム

ページ及び区公式ＳＮＳを活用し、被保険者への周知を速やかに行う。 
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- 

 

  

年収目安 
負担 

割合 

区

分 

自己負担限度額（月額） 年間上限※２ 

 多数回該当※１  

令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ 

約１,１６０万円～ 

３ 

割 

ア 
270,300 円 ＋ 

（医療費の 10 割－901,000 円）×１% 
252,600 円 ＋（医療費の 10 割－842,000 円）×１% 140,100 円  140,100 円  1,680,000 円 

約７７０万円～ 

約１,１６０万円 
イ 

179,100 円 ＋ 

（医療費の 10 割－597,000 円）×1% 
167,400 円 ＋（医療費の 10 割－558,000 円）×1% 93,000 円  93,000 円  1,110,000 円 

約 3７０万円～ 

約 770 万円 
ウ 

85,800 円 ＋ 

（医療費の 10 割－286,000 円）×1% 
80,100 円 ＋（医療費の 10 割－267,000 円）×1% 44,400 円  44,400 円  530,000 円 

～約 3７０万円 エ ６１，５００円   ５７，６００円   44,400 円  44,400 円  530,000 円 

住民税非課税 オ ３６，９００円   ３５，４００円   24,600 円  24,600 円  290,000 円 

 

 

年収目安 
負担 

割合 

適用 

区分 

自己負担限度額（月額）  

 

年間上限※２ 外来の限度額(個人ごと) 

[外来年間合算] ※３ 

外来＋入院の限度額(世帯ごと) 

 多数回該当※１ 

令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ 

約１,１６０万円

～ 

３ 

割 

現役 

並み 

Ⅲ 

270,300 円 ＋ 

（医療費の 10 割－901,000 円）×１% 

252,600 円 ＋ 

（医療費の 10 割－

842,000 円）×1% 

270,300 円 ＋ 

（医療費の 10 割－901,000 円）×１% 
252,600 円 ＋ 

（医療費の 10 割－

842,000 円）×1% 
140,100 円 140,100 円 1,680,000 円 

約７７０万円～ 

約１,１６０万円 

現役 

並み 

Ⅱ 

179,100 円 ＋ 

（医療費の 10 割－597,000 円）×1% 

167,400 円 ＋ 

（医療費の 10 割－

558,000 円）×1% 

179,100 円 ＋ 

（医療費の 10 割－597,000 円）×1% 

167,400 円 ＋ 

（医療費の 10 割－

558,000 円）×1% 
93,000 円 93,000 円 1,110,000 円 

約 3７０万円～ 

約 770 万円 

現役 

並み 

Ⅰ 

85,800 円 ＋ 

（医療費の 10 割－286,000 円）×1% 

80,100 円 ＋ 

（医療費の 10 割－

267,000 円）×1% 

85,800 円 ＋ 

（医療費の 10 割－286,000 円）×1% 

80,100 円 ＋ 

（医療費の 10 割－

267,000 円）×1% 
44,400 円 44,400 円 530,000 円 

～約 3７０万円 

２ 

割 

一般 
22,000 円  18,000 円  

61,500 円  57,600 円 44,400 円 44,400 円 530,000 円 
［216,000 円］ [144,000 円] 

住民税非課税 
     ※４ 

低所得 

Ⅱ 

11,000 円  

8,000 円  

25,700 円  24，600 円 24,600 円  290,000 円 
［96,000 円］ 

低所得 

Ⅰ 
8,000 円  15,700 円  15，000 円   180,000 円 

 

 

高額の医療費を支払ったときの自己負担限度額 

● ７０歳未満 

●７０歳から７４歳まで 
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年収目安 
負担 

割合 

適用 

区分 

自己負担限度額（月額）  

 

年間上限※２ 外来(個人ごと)の限度額 

[外来年間合算]※３ 

外来＋入院の限度額(世帯ごと) 

 多数回該当※１ 

令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ ～令和８年７月 令和８年８月～ 

約１,１６０万円

～ 

３ 

割 

現役 

Ⅲ 

270,300 円＋ 

（医療費の 10 割-901,000 円）×1% 

252,600 円＋ 

（医療費の 10 割-

842,000 円 ） ×

1% 

270,300 円＋ 

（医療費の 10 割-901,000 円）×

1% 

252,600 円＋ 

（医療費の 10 割-

842,000 円 ） ×

1% 

140,100 円 140,100 円 1,680,000 円 

約７７０万円～ 

約１,１６０万円 

現役 

Ⅱ 

179,100 円＋ 

（医療費の 10 割-597,000 円）×1% 

167,400 円＋ 

（医療費の 10 割-

558,000 円 ） ×

1% 

179,100 円＋ 

（医療費の 10 割-597,000 円）×

1% 

167,400 円＋ 

（医療費の 10 割-

558,000 円 ） ×

1% 

93,000 円 93,000 円 1,110,000 円 

約 3７０万円～ 

約 770 万円 

現役 

Ⅰ 

85,800 円＋ 

（医療費の 10 割-286,000 円）×1% 

80,100 円＋ 

（医療費の 10 割-

267,000 円 ） ×

1% 

85,800 円＋ 

（医療費の 10 割-286,000 円）×

1% 

80,100 円＋ 

（医療費の 10 割-

267,000 円 ） ×

1% 

44,400 円 44,400 円 530,000 円 

～約 3７０万円 
    ※５ 

2 

割 

一般 

Ⅱ 

22,000 円 18,000 円  

61,500 円 57,600 円 44,400 円 44,400 円 530,000 円 

[216,000 円] [144,000 円] 

1 

割 

一般 

Ⅰ 

22,000 円  18,000 円  
61,500 円 57,600 円 44,400 円 44,400 円 530,000 円 

[216,000 円] [144,000 円] 

住民税非課税 
    ※６ 

区分 

Ⅱ 

11,000 円  

8,000 円  

25,700 円 24,600 円 24,600 円  290,000 円 
［96,000 円］ 

区分 

Ⅰ 
8,000 円  15,700 円 15，000 円   180,000 円 

●７５歳以上 

※１ 多数回該当：高額療養費の支給を受けた月が直近 12 か月に 3 回以上あった場合、4 回目からの自己負担限度額を軽減する。 

※２ 年間上限：8 月から翌年 7 月までに支払った医療費の自己負担限度額を世帯ごとに合算し、上限超過分を支給する。 

※３ 外来年間合算：70 歳以上の一般・低所得区分の被保険者の個人ごとの外来受診額について、8 月から翌年 7 月までに支払った金額が外来年間合算額を超えている場合、その超えた部分を支給する。 

※４ 低所得Ⅱ：世帯主と国保加入者全員が住民税非課税の世帯  

低所得Ⅰ：世帯主と国保加入者全員が住民税非課税の世帯のうち、各人の所得が、必要経費及び控除を差し引いたときに 0 円になる世帯 

※５ 一 般 Ⅱ：年収目安約 370 万円未満（課税所得 145 万円未満）のうち、課税所得が 28 万円以上かつ年金収入＋その他の合計所得金額が 200 万円以上（複数世帯の場合は 320 万円以上）の世帯 

一 般 Ⅰ：年収目安約 370 万円未満（課税所得 145 万円未満）のうち、一般Ⅱに該当しない世帯 

※６ 区 分 Ⅱ：世帯全員が住民税非課税世帯であり、区分Ⅰに該当しない世帯 

   区 分 Ⅰ：住民税非課税世帯であり、世帯全員の所得が０円（公的年金収入は 82 万 6,500 円を控除、給与収入は給与所得控除後さらに 10 万円を控除し計算）又は、住民税非課税世帯であり、老齢年金を受給している世帯 

 
変更箇所凡例： 
 ア 自己負担限度額の引き上げ 

イ 年間上限の導入 
ウ 低所得者Ⅱ・区分Ⅱの外来年間限度額、世帯ごとの外来・入院に係る多数回該当限度額（70 歳以上のみ）  4
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庶 務 報 告 Ｎ ｏ . ３ 

福 祉 部 

令 和 ８ 年 ７ 月 ２ ２ 日 

           

自立支援センターの設置予定地等について 

 

  西生活課 

東生活課 

 

１ 趣旨 

自立支援センターの設置については、令和７年 12 月の保健福祉委員会に

おいて、事業概要に係る庶務報告を行ったところである。今般、設置予定

地の選定を行ったため、報告するもの。 

また、施設設置に向けて、自立支援センターに関する連絡協議の場とし

て、地域住民や関係団体で構成する地域連絡協議会を設置する。 

 

２ 事業内容 

（１）利用対象者 

  住居や仕事にお困りで、就労による自立と社会生活への復帰支援

を受ける意思があり、禁酒や門限等のルールを守り生活できる方 

（２）支援内容 

  宿所・食事の提供、生活相談・指導、健康診断・健康回復、アセス

メントを行う。アセスメントの結果、就労意欲があり、かつ心身の状

態が就労に支障がないと認められる方に対し、就労支援を行う。就労

が継続できている方には、賃貸アパート等で単身生活をしていくため

の生活訓練を行うとともに、賃貸アパートの確保を支援していく。 

 （３）利用期間 

    施設入所期間は最大６か月 

（４）福祉事務所との連携 

  利用を決定した各区の福祉事務所は、就労自立までの間、自立支援

センターから支援状況の報告を受ける。また、病気の発見等により就

労自立ができないと判断された場合には、生活保護等の対応をとる。 
 

３ 施設概要 

 住居と仕事に困っている方々の一時的な保護及び就労による自立等の支

援を行うため、東京都と特別区が共同で設置する。 

設置期間 令和 11 年３月から５年間 

延床面積 約 1,200 ㎡ 

定 員 50 人 

運 営 特別区人事・厚生事務組合が委託する社会福祉法人等 

       ※施設職員は夜間含め、24 時間常駐する。 
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４ 設置予定地の選定 

（１）選定条件 

ア 区有地又は都有地であること 

イ 1,000 ㎡以上の敷地であること 

ウ 現に利用されておらず、令和 16 年９月まで利用の予定がないこと 

エ 利用者が自立に向けた活動を行いやすい環境であること 

（２）選定理由 

 選定条件に合致する場所であり、駅やかつしかワークプラザにも

近いため、就労自立を支援する目的に適した場所である。 

（３）予定地 

  場  所 東堀切一丁目 16 番（都営アパート跡地） 

  敷地面積 約 1,600 ㎡ 

 
 
 
 
 
 

 

 

５ 住民説明会 

（１）住民説明会の実施 
  令和７年 12 月から令和８年６月にかけて住民説明会を４回開催し、

事業内容や今後のスケジュール等を説明した。当日の質疑応答の内容

については、開催報告としてまとめ近隣自治町会での回覧及び近隣地

区センターでの閲覧により近隣住民に周知した。 

（２）主な意見・質問 

・どのような人が利用するのか。 

・地域の環境や治安に影響はないか。 

・地域とのトラブルはなかったのか。 

・入居者の利用に当たり規則はあるか。 

・設置に当たり地域のメリットはないのか。 

 

  

●双葉保育園 

候補地 

お花茶屋駅 

双葉中学校 
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６ 地域連絡協議会の設置 

  自立支援センターの円滑な設置、運営及び管理のため、地元住民及び関

係機関との連絡協議の場として地域連絡協議会を設置する。 

（１）協議事項 

ア 自立支援センターの設置・運営・管理に関する事項 

イ その他協議会が必要と認めた事項 

（２）委員構成 

ア 自治町会代表 

イ 民生委員代表 

ウ 近隣学校代表 

エ 自立支援センター運営法人職員 

オ 特別区人事・厚生事務組合職員 

カ 東京都福祉局職員 

キ 葛飾区福祉部職員 

（３）設置時期 

    令和８年秋頃（予定） 

 

７ 今後のスケジュール（予定） 

  令和８年秋頃 基本設計住民説明会 

地域連絡協議会設置 

令和９年４月～ 実施設計 

10 月～ 建設工事 

  令和 11 年３月 開設 

  令和 16 年３月 閉鎖（９月まで解体工事） 

※設計、建設工事及び解体工事は東京都が実施する。 
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庶 務 報 告 Ｎ ｏ ． １ 

児 童 相 談 部 

令 和 ８ 年 ７ 月 ２ ２ 日 

 

葛飾区一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例の制定について 

 

  相談援助担当課 

 

１ 条例制定の理由 

  令和７年４月の児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」とい

う。）等の一部を改正する法律（令和７年法律第 29 号）により、一時保護

委託者に関する規定が整備され、その施行に必要な基準として令和８年３

月 30 日付けで、同年 10 月１日を施行期日とする一時保護委託者の登録等

に関する基準（令和８年内閣府令第 16 号。以下「国基準」という。）が公

布された。これを受けて、法第 33 条第１項第２号に規定する内閣府令で定

める施設等（乳児院、病院、里親等）以外に一時保護委託する場合は、法

第 34 条の 22 第２項の規定に基づき条例を制定した上で、一時保護委託者

を登録することが必要となったため、葛飾区における一時保護委託者の登

録等に関する基準を定める条例（以下「条例」という。）を制定するもの 

 
２ 国基準に定められている主な基準 

  条例で定める登録の要件となる基準は、国基準に従い定めるものとする。

主な国基準は以下のとおりである。 

（１）児童の権利・行動の制限や権利擁護等に関する基準 

ア 児童の人格を尊重し、国籍、信条、社会的身分等により、差別的取 

扱いを行わないこと。 

イ 正当な理由なく児童の権利を制限せず、やむを得ず制限する場合は

十分な説明を行い、理解を得るよう努めること。 

ウ 児童の意見又は意向を尊重した支援を行う体制を整備すること。 

エ 苦情対応の措置を講じ、第三者の関与により公正な解決を図ること。 

（２）児童の安全確保及び適正処遇に関する基準 

ア 虐待その他児童の心身に有害な影響を与える行為を禁止すること。 

イ 児童対象性暴力等の防止のため、必要な確認・措置を講ずること。 
ウ 児童の移動時には所在確認を行う体制を整備すること。 

エ 非常災害対策を講じ、定期的に避難訓練等を実施すること。 

（３）設備及び生活環境に関する基準 

ア 居室、食事をする場、浴室及び便所等を設け、衛生的かつ安全な環 

境を確保すること。 

イ 児童のプライバシーに配慮した生活環境を整えること。 

ウ 男女別の設備の設置や児童の年齢・性別等に応じた配慮を行うこと。 
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（４）養護及び生活支援等に関する基準 

ア 児童の希望等を尊重し、通学支援等必要な教育上の支援を行うよう

努めること。 

イ 生活支援や教育を通じて、児童の健やかな成長を支援すること。 

ウ 親子関係の再構築支援や一時保護解除後の支援に協力する体制を整

備すること。 

（５）職員配置及び運営に関する基準 

ア 児童の養育に従事する職員について、必要な資質・専門性を確保す 

ること。 

イ 夜間においても職員を配置し、常時対応できる体制を整備すること。

ウ 衛生管理、健康管理、記録管理及び秘密保持を適切に行うこと。 

 

３ 本区の一時保護の現状及び今後の課題 

（１）本区の一時保護の現状 

ア 一時保護が必要な児童がいた場合、原則、葛飾区一時保護所で一時

保護しており、令和７年度の一時保護を決定した 164 件のうち、保護

先の変更を含めた一時保護委託の件数は 37 件である。 

イ 一時保護委託を行う場合、法第 33 条第１項第２号に規定する内閣府

令で定める施設等（乳児院、病院、里親等）への委託が多い。 

ウ 今後登録が必要となる一時保護委託者への令和７年度の委託件数は、

２件である。 

（２）今後の課題 

  ア 様々な事情を抱えた児童の一時保護に対応することができるように

登録基準を満たした一時保護委託先を確保し、一時保護の受け皿を増

加させる。 

  イ 一時保護委託者登録制度の運用について、広域の児童を受け入れる

一時保護委託者の負担軽減のため、申請方法や申請内容の確認方法等

を東京都や児童相談所設置区と足並みを揃える必要性について検討

する。 

 

４ 参考 

 【別紙】一時保護委託者の登録等に関する基準 

（令和８年内閣府令第 16 号） 
 

５ 今後のスケジュール（予定） 

令和８年第３回定例会    議案の提出 

条例公布日         条例施行 
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令和８年７月１日付

NO 氏　　名 前　任　職

1 中　林　貴　紀 児童相談部長

令和８年度　児童相談部　幹部職員異動名簿

新　任　職

児童相談部長
児童相談法務担当課長事務取扱


